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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産除く）
 定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下の通りです。
   建物附属設備   ５～１５年
   器具備品     ３～５年
(2) 無形固定資産（リース資産除く）
 定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下の通りです。
   ソフトウェア   ５年
   商標権      １０年

2 引当金の計上基準
  賞与引当金
 役員及び従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

3 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

4その他財務諸表作成のための重要な事項
(1) 消費税等の会計処理
 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

未適用の会計基準等
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2018年3月30日）
「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018年3月30日）

(1）概要
    収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。
     ステップ１：顧客との契約を識別する。
     ステップ２：契約における履行義務を識別する。
     ステップ３：取引価格を算定する。
     ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
     ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2）適用予定日
    2022年1月1日より適用予定であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響
    当該会計基準等の適用による影響は、今後評価を行います。

「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年3月31日）

(1）概要
   関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原則及び手続きの概要を示すことを目的としています。

(2）適用予定日
    2021年12月期の期末より適用予定であります。

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）

(1）概要
   当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスク
    がある項目における会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する情報を開示することを目的としています。

(2）適用予定日
    2021年12月期の期末より適用予定であります。

（当期純損益金額）

当期純損失：△17,507千円 

個別注記表


